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1. はじめに 
 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴い設定された避難指示区域については、空間

線量率の減少や除染の進捗に従って区域の再編がなされてきた。2017 年には、さらなる帰還困難

区域の復興、及び再生を加速するため、「特定復興再生拠点区域」が自治体ごとに設定され、2022
年から 2023 年春にかけての当該区域の避難指示解除を目指し、国と自治体が一体となって帰還

環境整備が進められている。特定復興再生拠点区域外については、自治体の要望や与党提言を受

け、2021 年 8 月開催の第 30 回復興推進会議及び第 55 回原子力災害対策本部会議の合同会合に

おいて、2020 年代をかけて帰還意向に応じた除染、及び避難指示解除を目指すことが決定されて

いる。 
福島県内の福島第一原子力発電所事故の被災地域では、「帰還に向けた安全・安心対策に関する

基本的考え方 (線量水準に応じた防護措置の具体化のために) 」 (平成 25 年 11 月原子力規制委

員会) に基づき、個人被ばく線量の把握・管理が行なわれている。また、「帰還に向けた安全・安

心対策に関する基本的考え方 (線量水準に応じた防護措置の具体化のために) 」 (平成 25 年 11 月

原子力規制委員会) では住民の帰還に向けた取り組みとして、住民の帰還判断に資するよう、帰

還後に想定される住民の個人被ばく線量の水準を帰還前から把握しておくことが重要であるとし

ている。個人被ばく線量の測定は、主に避難指示解除後の区域に居住する住民や、避難指示区域

に一時立ち入りする住民に対して行われており、住民が自らの個人被ばく線量を把握すること、

及び自治体が住民の個人被ばく線量の水準を把握し活用することで、放射線の健康影響等に対す

る住民の不安軽減に役立てられている。 
事故後 10 年が経過し、現在の福島第一原子力発電所周辺の状況は、ICRP Publication 111 で

定義される緊急時被ばく状況から事故後の復旧状況において実施されるべき「最適化プロセス」

の段階に入っていると考えることができる 1)。そのような防護戦略の最適化に際しては、これま

での緊急時被ばく状況とその後の現存被ばく状況の精査が必要となるが、事故の社会的影響が大

きかったことから、網羅的、全体的に精査されている状況とは言い難い。 
このような状況を踏まえ、内閣府原子力被災者生活支援チームでは、「令和 3 年度福島県におけ

る個人線量データの活用等に係る検討事業」として、4 回の有識者検討会において、下記の項目に

ついて議論を行った。 
 (ア) 個人線量データ取得の機会について 
 (イ) 個人線量データ取得の際の留意点について 
 (ウ) 個人線量データ取得状況のフォロー 
 (エ) 個人線量データの今後の取扱いについて 
本報告書では、今後の特定復興再生拠点区域、及び特定復興再生拠点区域外の帰還困難区域の

避難指示解除に際して、帰還後に想定される住民の個人被ばく線量水準を、帰還前から把握して

おくために適用可能な手法のレビューと、実施時の留意点をまとめるものである。 
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2. 福島第一原子力発電所事故後の個人被ばく線量評価を取り巻く状況 
 

2.1  個人被ばく線量評価に係る諸量の関係性 
本報告書においては、福島第一原子力発電所事故で放射性セシウム (134Cs, 137Cs) の影響が大

きく、「外部被ばく」の方が圧倒的に「内部被ばく」の影響を上回ることから 2)、土壌に沈着した

放射性セシウムからの「外部被ばく」を主なテーマと位置付ける。 
外部被ばくに係る諸量は、人体内の臓器・組織の吸収線量等の物理量を基本とし、等価線量及

び実効線量の「防護量」、周辺線量当量等の「実用量」に大別される。図 1 に、外部被ばくによる

人体の被ばく線量を評価するために用いられている諸量の関係を示す。実効線量 E は、まず放射

線のエネルギー付与による各臓器の吸収線量 R (Gy) に、放射線の種類やエネルギーに応じた生

物学的効果を反映した重み付けをする放射線荷重係数を乗じて等価線量 HT (Sv) を求め、これに

各臓器の放射線感受性を考慮した組織荷重係数を掛けた後、全身の臓器について合算し評価され

る。すなわち、様々な種類の放射線の被ばくによる全身のリスクを、ひとつの指標で表現するこ

とができる。一方、等価線量や実効線量は人体内の線量のため、直接測定することができないこ

とから、実測できる数値として考案されたのが実用量である。これらの実用量は、いわゆる計測

器により得られる「モニタリング量」として測定される。防護量と実用量の関係については、ICRP 
Publication 74 において、線源からの照射条件別に、計算シミュレーション等により数値テーブ

ル化されている 3)。 
 

 

図 1  個人被ばく線量評価に用いられる諸量とモニタリング量との関係 
 
放射線防護の観点では、個人被ばく線量として防護量である実効線量が求められる。実効線量

の推計には様々な手法があるが、一般に以下の式で表すことができる 4)。 

𝐸𝐸 ��𝑐𝑐 � 𝐷𝐷� ��� � ���� �1� 

𝐸𝐸 : ある期間に受ける実効線量 
𝑐𝑐 : 計測可能な線量から実効線量への換算係数 
𝐷𝐷� ��� : 場所 p における計測可能な線量率 
���� : 場所 p における滞在時間 
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実効線量は直接測定できないため、計測可能な量を元に換算係数を乗じて求める。計測可能な

線量としては主に個人線量当量や周辺線量当量が用いられる。評価する期間に対して上記の式の

積算を行うことで、当該期間の実効線量を評価できる。 
本報告書では、計測可能な線量として「個人線量計で測定した個人線量当量を用いる場合」、及

び「サーベイメータ等で測定した周辺線量当量を用いる場合」を中心に検討し、それぞれの個人

被ばく線量評価手法のレビューと評価時の留意点の整理を行った。 
(1) 「個人線量計で測定した個人線量当量を用いる場合」について 

土壌に沈着した放射性セシウムのガンマ線による被ばく状況は、水平方向からの寄与が大

きい 5)ため、回転照射ジオメトリに近似できる。回転照射ジオメトリの場合には、個人線量

当量は防護量である実効線量に近い値を示す 3)ことから、近似的に、個人線量計を用いた測

定結果を個人の被ばく線量とみなすことが多い。また、個人線量計を着用して生活すること

で直接個人線量当量を測定できることから、比較的精度良く個人被ばく線量が求められると

いう特徴がある。なお、図 1 に示すように、厳密には異なるが、本報告書では「個人線量計

で測定した値」を「個人線量当量」と表記する。 
(2) 「サーベイメータ等で測定した周辺線量当量を用いる場合」について 

周辺線量当量は照射条件によらず実効線量よりも大きな値を示す 3)が、上述の通りそれら

の量的関係は整理されているため、実測して得た周辺線量当量から実効線量を計算すること

ができる。実効線量は、評価対象者の行動パターンを考慮することで一定程度の精度で推計

することが可能であり、個人線量計を用いた長期間の測定なしに現実的な個人被ばく線量を

求めることができるという特徴がある。なお、本報告書では「サーベイメータ等で測定した

値」を便宜的に、「空間線量率」と表記する。また、空間線量率を滞在時間で積算した数値に

ついて、「周辺線量当量」と表記する。 
なお、本報告書で「個人被ばく線量」は、個人線量計で測定した「個人線量当量」や、サーベイ

メータ等で測定した空間線量率を基にシミュレーションで推計された「実効線量」を包含する用

語として使用する。 
 
2.2  個人被ばく線量評価手法の分類 
個人被ばく線量の評価には、個人線量計による個人線量当量の「実測」と計算コードを用いた

「シミュレーション」があり、福島第一原子力発電所事故の影響地域においても、その組み合わ

せの異なるいくつかの手法が適用されている。個人被ばく線量評価の目的は、時間軸及び対象で

分類できる。時間軸では、過去の個人被ばく線量を評価するための「遡及的」評価、及び除染や

避難区域の政策決定に用いられる「予測的」評価に分けられる。また、対象は個人の評価と集団

の評価に大別できる。個人被ばく線量評価で目的とする時間軸及び対象に応じて、最適な手法を

適用すべきである。表 1 に代表的な個人被ばく線量評価手法の分類を示す。 
個人線量計による個人線量当量の実測例としては、内閣府の行う福島再生加速化交付金事業の

一環として、各市町村により、住民の個人線量当量を 1 年間のうちの一定期間測定する事業が挙

げられる。このような政府及び自治体の行う個人被ばく線量評価事業は個人へのサービスの面が

大きいが、このような一部期間のデータを元に 1 年間の個人被ばく線量を算出し、個人被ばく線
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量の集団での水準をモンテカルロシミュレーションで評価する研究例が報告されている 6)。 
一方、集団を対象とした個人被ばく線量評価には、実測よりもシミュレーションが活用される。

一般的にシミュレーションは、生活の行動パターンに合わせた滞在位置の空間線量率や滞在時間、

屋内外の空間線量率の低減係数などのパラメータを用い、個人被ばく線量を計算する。Sato ら 
(2019) 7)は、福島第一原子力発電所周辺に居住する住民の行動パターンを聞き取り、その行動パタ

ーンに合わせて個人被ばく線量を評価している。また、Takahara ら (2020) 8)は、福島市におけ

るアンケート調査を元に集団の行動パターンを仮定し、確率論的に集団の個人被ばく線量を評価

する手法を提案している。 
これらの手法の適用状況や特徴について詳細を次章以降に示す。 

 
表 1  個人被ばく線量評価手法の分類 

手法 時間軸 評価

対象
主な用途 𝑐𝑐 𝐷𝐷� ��� ���� 

個人線量計による測定 遡及的 個人 自身の受けた個人被

ばく線量を把握する

1 (個人線量当量

を個人被ばく線

量とみなす) 

個人線量当

量 
実測 

個人線量計による測定とシ

ミュレーションの組合せ 
遡及的 集団 避難指示解除区域の

個人被ばく線量レベ

ルを評価する 

1 (個人線量当量

を個人被ばく線

量とみなす) 

個人線量当

量 
実測＋ 
聞き取り 

個人の生活行動を仮定した

空間線量率に基づくシミュ

レーション 

予測的、 
遡及的 

個人 特定の生活行動パタ

ーンの個人被ばく線

量を評価する 

シミュレーショ

ンに基づく係数 
空間線量率 実測 or 

聞き取り 

集団の行動等の各パラメー

タの分布を仮定した確率論

的シミュレーション 

予測的、 
遡及的 

集団 解除済、及び未解除

の区域で集団の個人

被ばく線量レベルを

評価する 

シミュレーショ

ンに基づく係数 
初期沈着量

を元にした

空間線量率

の推定値 

聞き取り 
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3. 個人被ばく線量評価手法のレビュー 
 

3.1  個人線量計による実測例のレビュー 
事故後、福島県をはじめ多くの自治体で住民の個人線量当量を実測する取り組みがなされてい

る。これらの多くは福島再生加速化交付金事業 9)で行われており、自治体ごとに個人線量計を住

民の希望者に貸し出すサービスが基本となっている。各自治体で実施されている事業の概観につ

いて表 2 に、公開されている情報元一覧を表 3 に示す。各自治体の事業内容は、住民に貸し出す

個人線量計の点検校正 (点検校正) 、及び住民への貸し出しと測定データの読み出し、個人への情

報提供 (貸出・情報提供) に大別でき、事業内で点検校正のみを実施している自治体では、貸出・

情報提供は職員が実施している。これらの事業は希望する住民個人へのサービスを目的としてお

り、結果は基本的に公開されていないが、一部自治体では本事業内での測定結果を統計情報とし

てホームページや広報誌等で公開している。 
本事業以外に、大規模かつ継続的に個人線量計による測定を実施し、その結果を公開している

自治体について表 4 に示す。これらの自治体では、専門家のアドバイスを元に測定結果を年齢や

地区ごとに統計的な情報として公開していることが特徴的である。 
政府の行う事業としては、環境省の実施する大規模な住民の個人被ばく線量評価事業である「福

島県内における住民の個人被ばく線量把握事業 (平成 26 年度は福島県内における住民の個人被

ばく線量把握・管理事業) 」が挙げられる。本事業は、平成 26 年度 10)には田村市と川内村におい

て、個人線量計を用い延べ 95 名の住民から個人線量当量データ (田村市で延べ 83 名 (1 人平均

163 日) 、川内村で 12 名 (1 人平均 81 日) ) を取得している。また、有識者を集めた技術検討会

を実施し、「東京電力福島第一原子力発電所事故後の住民の個人被ばく線量の測定や結果の取扱い

等に関するガイドライン 11)」を策定した。また、平成 27 年度 12)には田村市、川内村、楢葉町に

おいて、個人線量計を用いて、延べ 59 名の住民から個人線量当量データ (田村市で 25 名 (1 人

平均 177 日) 、川内村で 21 名 (1 人平均 226 日) 、楢葉町で 13 名) を取得している。これらの

事業は複数の個人に対し 100 日以上の個人線量当量測定を実施した稀有な例であるが、平成 28
年度以降は環境省ホームページにおける報告書の開示はされていない。 
研究者個人もしくは自治体と連携した取り組みとして、個人被ばく線量評価を学術的に解析し

た複数の事例が報告されている。Murakami ら (2019) 13)は、2013 年から 2016 年まで南相馬市

から提供された延べ 20,000 名を超える住民の個人線量当量データと航空機モニタリングによる

広域な空間線量率データを比較し、いわゆるモニタリング量である航空機モニタリングによる空

間線量率と個人線量当量の関係性を統計的に解析している。Naito ら (2016) 14)も同様に、航空機

モニタリングによる空間線量率と個人線量当量の関係性を考察しているが、個人の行動パターン

に着目し、細かな行動記録を同時に取得することによって、屋内外の差異について考察している。

Adachi ら (2016) 15)や Nomura ら (2016) 16)は、児童生徒に着目し、大量の実測データから、前

者は国内の他地域やヨーロッパの高校との差異を考察し、後者は南相馬市で受ける個別の滞在位

置における個人線量当量を求めている。また、Uchiyama ら (2020) 17)は、東京都、及び福島県に

駐在する東京電力ホールディングスの社員 300 名の個人線量当量データと GPS による行動パタ

ーンを比較し、年間の個人被ばく線量は概ね 1 mSv 以下であること、及び屋外就業者の受ける個
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人被ばく線量が有意に高いことを示した。同様の調査として、Sato ら (2022) 18)は次章以降に説

明する生活行動パターンを考慮したシミュレーションの精度検証のため、個人線量当量データと

GPS による位置情報を組み合わせ 36 名から延べ 148 日分のデータを取得し、屋内外の差異につ

いて考察している。 
これらの個人線量計による個人線量当量の実測は、放射線の健康影響等に対する住民の不安軽

減に役立てられている。自治体によっては数千から数万の住民を対象としており、住民全体の個

人被ばく線量の水準の検討に十分なデータが得られている。また、継続的な調査の結果からは、

事故からの時間経過とともに個人被ばく線量が減少してきているという傾向も読み取れる。一方

で、個人線量当量の取得・解析、及び空間線量率との比較について、データの代表性に関する考

察の欠如、比較する空間線量率データの特性を加味した解析の必要性、分析手法や適用する統計

学的手法のミスマッチなどの問題点を学術的観点から指摘する声もあり 19)、現在でも測定結果の

解釈に関する最適化が試行されている。個人線量当量実測に係る留意点については、4 章にまと

める。 
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表
 2

 福
島
再
生
加
速
化
交
付
金

 (
帰
還
・
移
住
等
環
境
整
備

) 
「

23
．
個
人
線
量
管
理
・
線
量
低
減
活
動
支
援
事
業
」
令
和

2
年
度
事
業
実
施
箇
所
一
覧

 

N
o 

事
業
名

 (
令

和
2
年
度

) 
 

事
業

主
体

 
対

象
者

 
個

人
線

量
計
の
種

類
 

事
業
概
要

 
結
果
の
公

開
 

点
検
校
正

貸
出
・

 
情
報
提
供

有
無

公
開
内
容

 

1 
帰

還
住

民
放
射
能

対
策
機
器

点
検
校

正
事
業

南
相

馬
市

 
南

相
馬

市
民

 
D

O
SE

e 
○
 

 
×
 

 
2 

健
康

管
理

支
援
事

業
 (
個
人
積

算
線

量
測
定

) 
南

相
馬

市
 

南
相

馬
市

民
 

ガ
ラ

ス
バ

ッ
ジ

 
 

○
 

○
 

統
計
情
報

の
み

 

3 
帰

還
住

民
個
人
線

量
計
管
理

業
務
事

業
 

広
野

町
 

広
野

町
民

 
D

シ
ャ

ト
ル

 
○
 

○
 

○
 

個
別

測
定

値
あ

り
 

(グ
ラ
フ

の
み

) 
4 

放
射

線
検

出
器
校

正
事
業

 
楢

葉
町

 
楢

葉
町

民
 

ガ
ラ

ス
バ

ッ
ジ

 
○
 

 
×
 

 
5 

町
民

放
射

線
被
ば

く
健
康
管

理
事
業

 
富

岡
町

 
富

岡
町

民
 

D
シ

ャ
ト

ル
 

 
○
 

○
 

個
別
測
定

値
あ
り

 
6 

線
量

計
機

器
点
検

校
正
業
務

委
託
事

業
 

富
岡

町
 

富
岡

町
民

 
D

O
SE

e 
○
 

 
×
 

 
7 

個
人

線
量

管
理
業

務
委
託
事

業
 

大
熊

町
 

大
熊

町
民

 
D

シ
ャ

ト
ル

 
○
 

○
 

×
 

 

8 
個

人
線

量
計
校
正

事
業

 
双

葉
町

 
①

健
康

福
祉

課
対

象
者

世
帯

 
②

双
葉

町
職

員
や

一
時

帰
宅

実
施

双
葉

町
民

①
D

O
SE

e 
②

マ
イ

ド
ー
ズ
ミ

ニ
 

○
 

 
×
 

 

9 
個

人
被

ば
く
線
量

測
定
事
業

 
双

葉
町

 
双

葉
町

民
 

D
シ

ャ
ト

ル
 

 
○
 

○
 

個
別
測
定

値
あ
り

 

10
 

外
部

被
ば

く
線
量

測
定
事
業

 
浪

江
町

 
・

浪
江

町
民

 
・

浪
江

町
で

仕
事

を
し

て
い

る
人

 
D

シ
ャ

ト
ル

 
○
 

○
 

×
 

 

11
 

放
射

能
測

定
器
校

正
事
業

 
浪

江
町

 
浪

江
町

民
 

ル
ミ

ネ
ス

バ
ッ
ジ

 
 

○
 

○
 

統
計
情
報

の
み

 
12

 
個

人
積
算

線
量
計

配
付
・
測

定
事
業

 
郡

山
市

 
未

就
学

児
童

 
ガ

ラ
ス

バ
ッ

ジ
 

 
○
 

○
 

統
計
情
報

の
み

 
13

 
放

射
線
不

安
解
消

事
業

 
伊

達
市

 
伊

達
市

民
 

D
O

SE
e 

○
 

 
×
 

 

14
 

外
部

被
ば

く
検
査

事
業

 
伊

達
市

 
伊

達
市

民
 

①
ガ

ラ
ス

バ
ッ
ジ

 
②

D
シ

ャ
ト

ル
 

 
○
 

○
 

統
計
情
報

の
み

 

15
 

放
射

線
対

策
健
康

管
理
事
業

 
国

見
町

 
国

見
町

民
 

ガ
ラ

ス
バ

ッ
ジ

 
 

○
 

○
 

統
計
情
報

の
み

 
16

 
放

射
線
被

ば
く
線

量
健
康
管

理
事
業

 
西

郷
村

 
西

郷
村

民
 

ガ
ラ

ス
バ

ッ
ジ

 
 

○
 

○
 

統
計
情
報

の
み

 

17
 

個
人

被
ば

く
線
量

測
定
事
業

 
中

島
村

 
中

島
村

民
 

①
D

O
SE

e 
②

ル
ミ

ネ
ス

バ
ッ

ジ
 

 
○
 

×
 

 

18
 

個
人

線
量

計
管
理

業
務
事
業

 
玉

川
村

 
主

に
未

就
学

児
童

・
小

中
学

生
 

ZP
-1

44
P 

○
 

○
 

×
 

 
19

 
放

射
能
健

康
不
安

対
策
事
業

 
小

野
町

 
小

野
町

民
 

D
O

SE
e 

 
○
 

×
 

 

20
 

個
人

線
量

管
理
事

業
 

双
葉

地
方

広
域

市
町

村
圏

組
合

 
①

事
務

局
職

員
 

②
南

部
衛

生
セ

ン
タ

ー
職

員
 

ガ
ラ

ス
バ

ッ
ジ

 
 

○
 

×
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表
 3

 個
人
線
量
管
理
・
線
量
低
減
活
動
支
援
事
業
の
公
開
情
報

 (
1/

3)
 

N
o 

事
業

名
 (
令

和
2
年
度

) 
公

開
U

RL
 (2

02
3
年

1
月

参
照

) 
結
果
の
公

開
内
容

 
1 

帰
還
住
民

放
射
能

対
策

機
器
点
検

校
正
事

業
 

 
南
相
馬
市

 
帰

還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

1 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
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om

a.
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/m
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l/f
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s/g
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00
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8r
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g.
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w
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ht

m
l 

 

2 
健

康
管
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支
援
事

業
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人
積

算
線
量

測
定

) 
 
 

南
相
馬
市

 
帰

還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

2 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
ci

ty
.m

in
am

is
om

a.
lg

.jp
/m

at
er

ia
l/f

ile
s/g
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/7
/2
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00
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8r
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g.
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 
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市
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還
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整
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事

業
計

画
に

つ
い

て
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

ci
ty

.m
in

am
is

om
a.

lg
.jp

/p
or

ta
l/s

ec
tio
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2/
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/1
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/1
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5.
ht

m
l 

 
個
人
積
算

線
量
測

定
結

果
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

ci
ty

.m
in

am
is
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a.

lg
.jp

/p
or

ta
l/h
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lth

/h
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se

n_
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ba
ku

/3
/1

/in
de

x.
ht

m
l 

    3
か
月
ご

と
の
個

人
積
算
線

量
測
定

結
果
を
ホ

ー

ム
ペ
ー
ジ

で
公
開

 
3 

帰
還
住
民

個
人
線

量
計

管
理
業
務

事
業

 
 

広
野
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
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環

境
整
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業
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/_

re
s/p

ro
je

ct
s/d

ef
au

lt_
pr

oj
ec

t/_
pa

ge
_/

00
1/

00
2/

82
5/

29
-1

-3
.p

df
 

 
福
島
再
生

加
速

化
交

付
金

事
業

計
画

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

hi
ro

no
.fu

ku
sh

im
a.

jp
/ch

ou
se

i/f
uk

ko
u/

10
01

66
8/

10
02

82
3/

in
de

x.
ht

m
l 

 
放
射
線
相

談
室
だ

よ
り

 (
外

部
被

ば
く

線
量

情
報

は
例

年
2
月

号
) 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

to
w

n.
hi

ro
no

.fu
ku

sh
im

a.
jp

/ch
ou

se
i/f

uk
ko

u/
10

01
67

9/
10

02
65

4.
ht

m
l 

    年
末
年
始

付
近

の
2
週
間

で
50

人
程

度
が
測
定

し

た
結
果
を

放
射
線

相
談
室
だ

よ
り
で

公
開

 
4 

放
射
線
検

出
器
校

正
事

業
 

 
楢
葉
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

2 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

na
ra

ha
.lg

.jp
/F

ile
s/2

02
0/
【

様
式

1-
3】

放
射

線
検

出
機

器
校

正
事

業
.p

df
 

 
再
生
加
速

化
交

付
金

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

na
ra

ha
.lg

.jp
/a

dm
in

/ca
t3

46
/ca

t3
64

/ 

 

5 
町

民
放
射

線
被
ば

く
健

康
管
理
事

業
 

 
富
岡
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

3 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

m
io

ka
-to

w
n.

jp
/m

at
er

ia
l/f

ile
s/g

ro
up

/3
/2

9y
ou

si
ki

1-
3.

pd
f 

 
福
島
再
生

加
速

化
交

付
金

事
業

計
画

に
つ

い
て

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

m
io

ka
-to

w
n.

jp
/so

sh
ik

i/k
ik

ak
u/

ki
ka

ku
se

is
ak

u/
gy

om
u/

42
9.

ht
m

l 
 

町
内
勤
務

者
(町

役
場

)の
外

部
被

ば
く

に
よ

る
積

算
線

量
測

定
 

ht
tp

s:/
/to

m
io

ka
-r

ad
ia

tio
n.

jp
/h

ib
ak

u/
in

te
gr

at
ed

-d
os

e.
ht

m
l 

    町
役
場
に

勤
務
し

て
い
る

6
名
を

対
象
に
約

2
週

間
測
定
し

た
結
果

を
公
開

 (
個

別
測

定
値
あ
り

) 
6 

線
量
計
機

器
点
検

校
正

業
務
委
託

事
業

 
 

富
岡
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

4 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

m
io

ka
-to

w
n.

jp
/m

at
er

ia
l/f

ile
s/g

ro
up

/3
/2

9y
ou

si
ki

1-
3.

pd
f 

 
福
島
再
生

加
速

化
交

付
金

事
業

計
画

に
つ

い
て

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

m
io

ka
-to

w
n.

jp
/so

sh
ik

i/k
ik

ak
u/

ki
ka

ku
se

is
ak

u/
gy

om
u/

42
9.

ht
m

l 

 

7 
個

人
線
量

管
理
業

務
委

託
事
業

 
 

大
熊
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 (
最

新
は

平
成

29
年

度
 

(3
)-2

3-
2)

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

ok
um

a.
fu

ku
sh

im
a.

jp
/u

pl
oa

de
d/

at
ta

ch
m

en
t/4

50
3.

pd
f 

 
交
付
金
等

の
公

表
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

to
w

n.
ok

um
a.

fu
ku

sh
im

a.
jp

/li
fe

/5
/3

3/
13

5/
 

 

8 
個

人
線
量

計
校
正

事
業

 
 

双
葉
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

1 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

fu
ku

sh
im

a-
fu

ta
ba

.lg
.jp

/se
cu

re
/8

10
0/

29
-1

-3
.p

df
 

 
福
島
再
生

加
速
化

交
付

金
 

事
業

計
画

に
つ

い
て

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

fu
ku

sh
im

a-
fu

ta
ba

.lg
.jp

/5
59

8.
ht

m
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https://www.city.minamisoma.lg.jp/material/files/group/7/20200527_8rnbg.pdf
https://www.city.minamisoma.lg.jp/portal/sections/12/1230/12102/5/1/1015.html
https://www.city.minamisoma.lg.jp/material/files/group/7/20200527_8rnbg.pdf
https://www.city.minamisoma.lg.jp/portal/sections/12/1230/12102/5/1/1015.html
https://www.city.minamisoma.lg.jp/portal/health/hoshasen_hibaku/3/1/index.html
https://www.town.hirono.fukushima.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/825/29-1-3.pdf
https://www.town.hirono.fukushima.jp/chousei/fukkou/1001668/1002823/index.html
https://www.town.hirono.fukushima.jp/chousei/fukkou/1001679/1002654.html
https://www.town.hirono.fukushima.jp/chousei/fukkou/1001679/1002654.html
https://www.town.naraha.lg.jp/admin/cat346/cat364/
https://www.tomioka-town.jp/material/files/group/3/29yousiki1-3.pdf
https://www.tomioka-town.jp/soshiki/kikaku/kikakuseisaku/gyomu/429.html
https://tomioka-radiation.jp/hibaku/integrated-dose.html
https://www.tomioka-town.jp/material/files/group/3/29yousiki1-3.pdf
https://www.tomioka-town.jp/soshiki/kikaku/kikakuseisaku/gyomu/429.html
https://www.town.okuma.fukushima.jp/uploaded/attachment/4503.pdf
https://www.town.okuma.fukushima.jp/life/5/33/135/
https://www.town.fukushima-futaba.lg.jp/secure/8100/29-1-3.pdf
https://www.town.fukushima-futaba.lg.jp/5598.htm


 

 

表
 3

 個
人
線
量
管
理
・
線
量
低
減
活
動
支
援
事
業
の
公
開
情
報

 (
2/

3)
 

N
o 

事
業

名
 (
令

和
2
年
度

) 
公

開
U

RL
 (2

02
3
年

1
月

参
照

) 
結
果
の
公

開
内
容

 
9 

個
人
被
ば

く
線
量

測
定

事
業

 
 

双
葉
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

6 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

fu
ku

sh
im

a-
fu

ta
ba

.lg
.jp

/se
cu

re
/8

10
0/

29
-1

-3
.p

df
 

 
福
島
再
生

加
速
化

交
付

金
 

事
業

計
画

に
つ

い
て

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

fu
ku

sh
im

a-
fu

ta
ba

.lg
.jp

/5
59

8.
ht

m
 

 
放
射
線
量

等
検

証
委

員
会

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

fu
ku

sh
im

a-
fu

ta
ba

.lg
.jp

/9
13

9.
ht

m
 

    特
定
復
興

再
生
拠

点
内
で
の

復
興
事

業
等
従
事

者

や
準
備
宿

泊
者
の

個
人
線
量

計
測
定

結
果
を
公

開
 

10
 

外
部

被
ば

く
線
量

測
定

事
業

 
 

浪
江
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

1 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

na
m

ie
.fu

ku
sh

im
a.

jp
/u

pl
oa

de
d/

at
ta

ch
m

en
t/1

65
84

.p
df

 
 

福
島
再
生

加
速

化
交

付
金

 (
帰

還
環

境
整

備
) 
事

業
計

画
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

to
w

n.
na

m
ie

.fu
ku

sh
im

a.
jp

/so
sh

ik
i/2

/1
62

02
.h

tm
l 

 

11
 

放
射
能
測

定
器
校

正
事

業
 

 
浪
江
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

5 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

na
m

ie
.fu

ku
sh

im
a.

jp
/u

pl
oa

de
d/

at
ta

ch
m

en
t/1

65
84

.p
df

 
 

福
島
再
生

加
速

化
交

付
金

 (
帰

還
環

境
整

備
) 
事

業
計

画
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

to
w

n.
na

m
ie

.fu
ku

sh
im

a.
jp

/so
sh

ik
i/2

/1
62

02
.h

tm
l 

 
バ
ッ
ジ
式

線
量
計

の
7
年

間
の

測
定

結
果

を
ま

と
め

ま
し

た
。

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

na
m

ie
.fu

ku
sh

im
a.

jp
/so

sh
ik

i/6
/2

66
60

.h
tm

l 

    平
成

25
年
度

か
ら

令
和
元
年

度
の
結

果
を
ま
と

め

て
公
開

 (
統

計
情

報
の
み

) 
12

 
個

人
積
算

線
量
計

配

付
・

測
定

事
業

 
 

未
就
学
児

童
の
個

人
積

算
線

量
測

定
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

ci
ty

.k
or

iy
am

a.
lg

.jp
/si

te
/k

os
od

at
e/

12
71

.h
tm

l 
 

 
児
童
・
生

徒
の
個

人
積

算
線

量
測

定
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

ci
ty

.k
or

iy
am

a.
lg

.jp
/so

sh
ik

i/1
97

/2
33

4.
ht

m
l 

年
3
回

の
測
定

結
果
を
公
開

 (
統
計

情
報
の
み

) 

13
 

放
射

線
不

安
解
消

事
業

 
公
開
情
報

な
し

 
 

14
 

外
部

被
ば

く
検
査

事
業

 
 

伊
達
市
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

4 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
ci

ty
.fu

ku
sh

im
a-

da
te

.lg
.jp

/u
pl

oa
de

d/
at

ta
ch

m
en

t/5
59

54
.p

df
 

 
伊
達
市
福

島
再

生
加

速
化

交
付

金
事

業
計

画
の

公
表

に
つ

い
て

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
ci

ty
.fu

ku
sh

im
a-

da
te

.lg
.jp

/so
sh

ik
i/9

/1
53

16
.h

tm
l 

 
伊
達
市
総

合
福

祉
計

画
 
※

健
康

だ
て

21
第

2
次

計
画

 
【

平
成

29
年

3
月

版
】

 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
ci

ty
.fu

ku
sh

im
a-

da
te

.lg
.jp

/so
sh

ik
i/1

4/
28

09
5.

ht
m

l 

    平
成

24
年
度

か
ら

平
成

28
年
度

の
結

果
を
公
開

(統
計
情

報
の
み

) 
15

 
放

射
線
対

策
健
康

管
理

事
業

 
 

国
見
町
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

1 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

ku
ni

m
i.f

uk
us

hi
m

a.
jp

/u
pl

oa
de

d/
at

ta
ch

m
en

t/5
52

0.
pd

f 
 

福
島
再
生

加
速

化
交

付
金

 (
帰

還
環

境
整

備
) 
に

つ
い

て
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

to
w

n.
ku

ni
m

i.f
uk

us
hi

m
a.

jp
/so

sh
ik

i/2
/2

52
0.

ht
m

l 
 

広
報
く
に

み
 (
ガ

ラ
ス

バ
ッ

ジ
測

定
結

果
は

例
年

1
月

末
頃

の
お

知
ら

せ
版

) 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
to

w
n.

ku
ni

m
i.f

uk
us

hi
m

a.
jp

/si
te

/k
ou

ho
u/

 

    8
月
か

ら
10

月
に

希
望
者

10
0
名

以
上
が
測
定

し

た
結
果
を

広
報
で

公
開

 (
統
計

情
報

の
み

) 
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https://www.town.fukushima-futaba.lg.jp/secure/8100/29-1-3.pdf
https://www.town.fukushima-futaba.lg.jp/5598.htm
https://www.town.fukushima-futaba.lg.jp/9139.htm
https://www.town.namie.fukushima.jp/uploaded/attachment/16584.pdf
https://www.town.namie.fukushima.jp/soshiki/2/16202.html
https://www.town.namie.fukushima.jp/uploaded/attachment/16584.pdf
https://www.town.namie.fukushima.jp/soshiki/2/16202.html
https://www.town.namie.fukushima.jp/soshiki/6/26660.html
https://www.city.koriyama.lg.jp/site/kosodate/1271.html
https://www.city.koriyama.lg.jp/soshiki/197/2334.html
https://www.city.fukushima-date.lg.jp/uploaded/attachment/55954.pdf
https://www.city.fukushima-date.lg.jp/soshiki/9/15316.html
https://www.city.fukushima-date.lg.jp/soshiki/14/28095.html
https://www.town.kunimi.fukushima.jp/uploaded/attachment/5520.pdf
https://www.town.kunimi.fukushima.jp/soshiki/2/2520.html
https://www.town.kunimi.fukushima.jp/site/kouhou/


 

 

表
 3

 個
人
線
量
管
理
・
線
量
低
減
活
動
支
援
事
業
の
公
開
情
報

 (
3/

3)
 

N
o 

事
業

名
 (
令

和
2
年
度

) 
公

開
U

RL
 (2

02
3
年

1
月

参
照

) 
結
果
の
公

開
内
容

 
16

 
放

射
線
被

ば
く
線

量
健

康
管

理
事

業
 

 
西
郷
村
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 
(3

)-2
3-

4 
ht

tp
s:/

/w
w

w.
vi

ll.
ni

sh
ig

o.
fu

ku
sh

im
a.

jp
/m

at
er

ia
l/f

ile
s/g

ro
up

/1
0/

ki
ka

nz
ig

yo
ug

ai
yo

u.
pd

f 
 

帰
還
環
境

整
備
事

業
 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

vi
ll.

ni
sh

ig
o.

fu
ku

sh
im

a.
jp

/so
sh

ik
i/k

an
ky

oh
oz

en
ka

/h
ou

sy
an

ou
ta

is
ak

u/
23

05
.h

tm
l 

 
広
報
に
し

ご
う

 (
ガ

ラ
ス

バ
ッ

ジ
測

定
結

果
は

例
年

6
月

号
) 

ht
tp

s:/
/w

w
w.

vi
ll.

ni
sh

ig
o.

fu
ku

sh
im

a.
jp

/so
ns

ei
jo

ho
/k

oh
o_

ko
ch

o/
ko

ho
ni

sh
ig

o/
in

de
x.

ht
m

l 

    9
月
か

ら
11

月
に

小
中
学
生

以
下
を

対
象
に
測

定

し
た
結
果

を
広
報

で
公
開

 (
統

計
情

報
の
み

) 
17

 
個

人
被
ば

く
線
量

測
定

事
業

 
 

中
島
村
 

帰
還
環

境
整

備
事

業
計

画
 
帰

還
環

境
整

備
事

業
等

個
票

 (
最

新
は

平
成

31
年

度
 

(3
)-2

3-
2)

 
ht

tp
://

w
w

w.
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https://www.vill.nishigo.fukushima.jp/material/files/group/10/kikanzigyougaiyou.pdf
https://www.vill.nishigo.fukushima.jp/soshiki/kankyohozenka/housyanoutaisaku/2305.html
https://www.vill.nishigo.fukushima.jp/sonseijoho/koho_kocho/kohonishigo/index.html
http://www.vill-nakajima.jp/data/doc/1556157155_doc_20_0.pdf
http://www.vill-nakajima.jp/page/page000552.html
https://www.vill.tamakawa.fukushima.jp/blogfiles/b0b0926a3ef0a41a098a4fc7b73b2d3ee21e7c66.pdf
https://www.vill.tamakawa.fukushima.jp/blogfiles/b0b0926a3ef0a41a098a4fc7b73b2d3ee21e7c66.pdf
http://www.vill.tamakawa.fukushima.jp/living/living_move/living_move12/001959.php
https://www.town.ono.fukushima.jp/uploaded/attachment/11828.pdf
https://www.town.ono.fukushima.jp/soshiki/6/saiseikasokukakoufukinn.html
http://www.futaba-koiki.jp/pdf/kasokuka/38_1-3kasokuka20220701.pdf
http://www.futaba-koiki.jp/work_kasokuka201704.html
https://www.city.fukushima.fukushima.jp/hoken-hk/bosai/bosaikiki/shinsai/hoshano/hosha/hkenkou-kanri190205.html
https://www.city.sukagawa.fukushima.jp/shinsai_genshiryoku/genshiryoku_joho/kukanhosyasen/1003982/index.html
https://www.city.soma.fukushima.jp/housyasen/kenkou_taisaku/5512.html
https://www.city.nihonmatsu.lg.jp/page/page001159.html


 

 

3.2  シミュレーションによる個人被ばく線量評価手法のレビュー 
現存被ばくのような、日常の個人被ばく線量の評価においては、職業被ばく管理とは異なり、

年間を通して継続的に住民の個人被ばく線量を実測することは難しい。そのような状況を踏まえ、

個人被ばく線量評価に関わるパラメータをあらかじめ準備し、計算シミュレーションを活用する

事例が報告されている。 
Tsubokura ら (2019) 20)は南相馬市における除染のタイミングと個人被ばく線量の統計的な差

異から、個人被ばく線量に与える除染の効果を評価した。この評価の際、大量のデータの傾向を

つかむため、測定データの場所と期間にデータをカテゴライズし、除染前後の個人被ばく線量低

減率を求めた。また、重回帰分析とモンテカルロシミュレーションを用いて、放射性物質の崩壊

の影響を除いた除染による個人被ばく線量低減率を算出した。このような取り組みは集団の遡及

的な個人被ばく線量を求める目的に対し、実測とシミュレーションを組み合わせた例と言える。 
上記のような、基本的に個人線量当量の実測値を元にして足りない情報を補う手法とは異なり、

空間線量率の情報を元に個人被ばく線量を推定する手法も報告されている。Sato ら (2019) 7)は、

歩行サーベイや走行サーベイにより連続的に測定した空間線量率情報、住民から聞き取った位置

情報と滞在時間、屋内外の低減係数、及び周辺線量当量から実効線量への換算係数を元に、年間

の個人被ばく線量を算出する手法を開発している。この手法の精度については、個人線量計で測

定した情報と比較し評価が進められている 18)。開発された手法は、原子力規制庁の行う事業に採

用されており、避難指示区域が解除された際の住民の予測的な個人被ばく線量評価などに用いら

れている 21), 22)。「生活行動モデル」と定義できるこの手法は、実測が困難な帰還困難区域内での

住民各人の個人被ばく線量の予測的な評価に有効であると考えられる。 
「生活行動モデル」のような個人に着目した評価手法に対し、自治体単位などの集団を対象と

した個人被ばく線量を評価する手法が報告されている。Takahara ら (2020) 8)は、集団の行動等

の各パラメータの分布を仮定しモンテカルロシミュレーションを用いることで、集団の個人被ば

く線量を確率論的に評価する手法を考案している。また、福島市における個人線量当量の測定結

果と比較することで精度評価を行っている。ICRP の勧告 23)によれば、個人被ばくを制限するた

めに「代表的個人」という考え方が推奨されている。代表的個人は、同レポートに「集団から無

作為に抽出された人が比較的大きい線量を受ける確率がおよそ 5％以下である」という定義がさ

れており、本手法のようなシミュレーション結果は個人被ばくの防護政策と相性が良い。 
このように、シミュレーションによる個人被ばく線量評価を用いることで、予測的評価及び集

団の評価が可能となる。一方で、パラメータを使用して評価することから、一定の不確実性も存

在しており、それらの最適化が試行されている。個人被ばく線量シミュレーションに係る留意点

については、5 章にまとめる。  
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4. 個人線量当量実測に係る留意点 
 

4.1  個人線量当量実測に係る留意点の概要 
本章で述べる個人線量当量の実測は、個人線量計を用いた個人線量当量の測定を指す。環境中

での被ばくに近い回転照射の場合には、個人線量当量は防護量である実効線量に近い値を示すこ

とから 3)、個人線量計を用いた測定結果を近似的に個人被ばく線量とみなすことが多い。ただし、

個人線量当量と実効線量は必ずしも一致しないことに留意する必要がある。さらに、個人線量計

による測定結果を正しく理解するためには、使用する測定機器の特徴を理解した上で、適切な条

件のもとに測定や評価を実施する必要がある。また、避難指示解除前に帰還困難区域内で実測を

行う機会は限られている。ここでは、準備宿泊等の機会に個人線量当量を実測する際の留意点に

ついて、次節以降に示す。 
 

4.2  測定機器選定における留意点 
個人線量計は、パッシブ型個人線量計とアクティブ型個人線量計に大別できる。パッシブ型個

人線量計は、一定期間の積算線量を測定するものである。電力を必要としないため長期間の測定

が可能であり、耐久性や信頼性が高いが、測定結果をリアルタイムには確認できない。パッシブ

型個人線量計には、蛍光ガラス線量計や OSL (光刺激ルミネッセンス) 線量計等がある。アクテ

ィブ型個人線量計は、一定の時間間隔で個人線量当量を取得できるものである。経時的なトレン

ドを確認することができ、リアルタイムに個人線量当量を確認できるものも多い。一方、物理的

な衝撃や電磁ノイズの影響を受けやすく、また電力を必要とするため長期間の使用には適さない

ものが多い。アクティブ型個人線量計としては、主に電子式個人線量計が用いられている。それ

ぞれの機器の特徴を理解し、目的に応じて個人線量計の種類を選択する必要がある。 
また、個人線量計の指示値は個人線量当量 Hp(10)に校正されているが、機器ごとに特性が異な

る。放射線医学総合研究所と日本原子力研究開発機構は、福島県内で住民の個人被ばく線量測定

に用いられている電子式個人線量計 5 種類の特性を比較した 24)。3 種類のファントムにそれぞれ

個人線量計を取り付け、137Cs ガンマ線標準照射場を用いて回転照射を行った結果、個人線量計の

種類によって 14%～25%の違いがあったと報告している。この違いは、個人線量計の感度のエネ

ルギー特性や方向特性等に起因していると考えられる。このことから、機器の特性を考慮して、

機器の選定や結果の解析を行う必要がある。 
 

4.3  測定上の留意点 
(1) 装着状況 
個人被ばく線量を適切に測定するためには、メーカーが指定する位置に、正しく個人線量計を

装着する必要がある。一方で、入浴時等は個人線量計を装着できず、それ以外の場面でも個人線

量計を連続的に装着することは個人に負担をかけることになる。環境省の「東京電力福島第一原

子力発電所事故後の住民の個人被ばく線量の測定や結果の取扱い等に関するガイドライン 11)」で

は、装着できない時間は、測定者のなるべく近くに置いておくことが望ましいとしている。また、

前述した Nomura ら (2015) 25)による南相馬市の小中学生を対象とした個人被ばく線量調査にお
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いては、1 日中個人線量計を装着したデータは全体の 7%程度であったとしている。本調査におい

ては、装着が確認できたデータと装着に不備があったデータとを統計的に比較して有意差がなか

ったと考察しているが、個人線量計を身体に装着しない場合、身体による遮蔽効果がないために

個人線量計は実際の個人被ばく線量よりも高めの値を示す可能性があるため、政策的に実測デー

タを参照する際には注意が必要である。これらのことから、帰還後に想定される住民の個人被ば

く線量の水準を把握する目的で、準備宿泊等の際に住民等が個人被ばく線量を実測する場合には、

①原則的に正しく装着すること、②装着できない時間は測定者のなるべく近くに置いておくこと、

③解析に利用できるよう可能な限り装着状況を記録しておくこと、が望ましい。 
(2) 行動記録の取得 
帰還後に想定される住民の個人被ばく線量の水準を把握する目的で、準備宿泊等の際に住民等

が個人線量当量を実測する場合には、滞在場所や滞在時間等の行動記録を併せて取得し、評価す

ることが個人被ばく線量の低減に効果的である。時間ごとのトレンドを出力できる電子式個人線

量計を用い、個人被ばく線量と行動記録を突き合わせることで、いつどこでどの程度の線量を受

けたかを解析でき、対策を講じることができる。行動記録の補助として、スマートフォン等の GPS
情報も活用できる。 
 
4.4  評価上の留意点 
(1) 自然放射線による個人被ばく線量の取扱い 
測定された個人被ばく線量には、天然核種による自然放射線の寄与が含まれる。事故による追

加被ばく線量を求める場合には、自然放射線の寄与を差し引く必要がある。自然放射線による空

間線量率 (以下、バックグラウンド空間線量率) は地域によって異なるため、理想的には測定地域

の自然放射線の寄与を差し引くことが望ましいが、個人線量計の測定において地点ごとの自然放

射線の寄与を特定することは難しい。地点ごとの自然放射線による寄与の特定には、コントロー

ルバッジを用いる方法が一般的だが、この考え方は、事故前における職業被ばく評価を目的とし

た個人線量計の使用を前提としており、事故後のような広い地域の住民の個人被ばく線量評価時

には必ずしも最適化されていない。このため、個人線量計の種類によって仮定や条件を明確にし

て求められた、自然放射線による個人被ばく線量の値を用いる。以下に代表的な個人線量計での

自然放射線による個人被ばく線量の評価方法例について列挙しておく。 
- ガラスバッジ (株式会社千代田テクノル) 26)やルミネスバッジ (長瀬ランダウア株式会社) 27): 

事業所毎に、コントロールバッジを放射線の影響を受けない場所に保管し、その値を自然放

射線による個人被ばく線量として差し引いた結果が提供される。自然放射線による個人被ば

く線量はコントロールバッジの保管場所に依存する。コントロールバッジがない場合は、サ

ービス提供会社の基準を用いる。事故後は自然放射線による個人被ばく線量と追加被ばく線

量の識別が難しいため、サービス提供会社の基準を用いるケースが多い。 
- 各種電子式個人線量計: 個人線量計の測定結果の提供段階では、自然放射線による個人被ば

く線量は差し引かれない。 
(2) 電子式個人線量計におけるノイズの取扱い 
電子式個人線量計では、物理的な衝撃や電磁ノイズの影響を受けやすいため、測定された個人
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線量当量の中に極端に大きな値 (ピーク) が見られることがあるが、その原因を特定することは

難しい。環境省の「東京電力福島第一原子力発電所事故後の住民の個人被ばく線量の測定や結果

の取扱い等に関するガイドライン 11)」では、原因が特定できない場合にピークをノイズとして除

外することについては、安全側の評価にならないため慎重を期する必要があるとしている。また、

多くの場合、ピークは短時間のもので累積線量への寄与は少ないため、原因が特定された場合を

除き、累積線量の集計を行っても大きな影響はないとされている。 
(3) データの集計 
帰還後の個人被ばく線量の水準を想定する場合、取得された一部期間のデータを 1 年あたり等

の個人被ばく線量に換算し、集計単位を揃える必要がある。準備宿泊等の場合には、既に帰還し

ている住民の個人被ばく線量を測定する場合と比較し、長期間の測定が難しく、帰還後と同様の

生活を送ることも難しい。Takahara ら (2020) 8)は、屋外滞在時間が異なることから、職業や季

節によって個人被ばく線量が異なることを報告している。そのため、個人被ばく線量データを集

計する際には、行動記録を元に屋外滞在時間も集計する等、個人被ばく線量に寄与する因子も併

せて解析することが望ましい。 
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5. 個人被ばく線量シミュレーションに係る留意点 
 

5.1  個人被ばく線量シミュレーションに係る留意点の概要 
本章で述べる個人被ばく線量の推計は、空間線量率等の環境情報を元にした個人被ばく線量の

シミュレーションを指す。 
空間線量率を用いた推計としては、年間の追加被ばく線量 1 mSvを計算するための国の考え方、

いわゆる政府モデルがある 28)。これは、1 日のうち同一地点の屋外に 8 時間、屋内に 16 時間滞在

し、屋内の空間線量率が屋外の空間線量率の 0.4 倍になるとして、航空機モニタリング等で得ら

れた地域の代表的な空間線量率を積算した周辺線量当量を、そのまま個人被ばく線量とするもの

である。これは事故直後に用いられたもので、個人被ばく線量を元にした空間線量率の基準等を

安全側に迅速に評価することには適しているが、生活行動パターンを一律に仮定しているために、

個人被ばく線量の評価手法として適用することは難しい。しかしながら、滞在時間について生活

行動パターンを考慮して設定し、推計に用いる各パラメータを適切に設定することで、空間線量

率等を元にしたシミュレーションでも個人被ばく線量を一定程度の精度で推計することが可能で

ある。また、空間線量率等を元にしたシミュレーションでは、個人線量計を用いた長期間の測定

なしに現実的な個人被ばく線量を求めることができるメリットがある。そのため、帰還前におい

て、帰還後に想定される個人被ばく線量を推計する手法として活用できる。 
個人被ばく線量の推計に用いられる主なパラメータについて、表 5 にパラメータの持つ不確実

性、活用可能なツールを整理した。以下の各節では、それらの詳細を述べる。 
 

表 5 個人被ばく線量推計パラメータの不確実性と活用可能なツール 
主なパラメータ 不確実性 活用可能なツール 

���� 個々の生活行動パターン ・ 記載ミス 

・ GPS 情報のエラー 

・ 手書きメモ 

・ GPS 情報の活用 

滞在時間の統計情報 ・ 集団ごとに異なる ・ 統計調査結果 

𝐷𝐷� ��� 屋外空間線量率 ・ 測定手法ごとに対象環境が異なる ・ 実測値 

・ 統合マップ 

・ 情報公開サイトのデータ 

バックグラウンド空間線量率 ・ 地域差がある ・ 論文値 

屋内空間線量率 ・ 低減係数は建物の構造や配置、除染

状況により異なる 

・ 実測値 

・ 低減係数の文献値 

𝑐𝑐 個人被ばく線量への換算係数 ・ 照射条件 

・ 体格 (年齢) 

・ 姿勢 

・ 計算を元にした文献値 

・ 現場測定を元にした文献値
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5.2  生活行動パターン 
個人被ばく線量をより正確に評価するためには、対象とする個人の生活行動パターン (滞在場

所及び滞在時間) を詳細に設定する必要がある。一方で、集団を対象に個人被ばく線量の水準を

評価する場合は、滞在場所を屋外と屋内に大別し、それぞれの滞在時間を統計調査等から求める

方法もある。本節では、個々に生活行動パターンを設定する場合と、統計的に滞在時間を設定す

る場合のそれぞれについて整理する。 
(1) 個々の生活行動パターン 
個々の生活行動パターンを取得する手法は、調査票等に記入する方法と GPS 情報を活用する方

法に大別できる。調査票等に記入する方法は、広く一般に利用されており、必要に応じて様々な

情報を取得できる点が利点である。事故後に福島県により実施された県民健康調査の基本調査に

おいても、質問票が用いられている 29)。遡及的な評価にも予測的な評価にも用いることができる

ため、帰還後の生活行動パターンを想定する場合には、調査票等を用いた手法が有効である。一

方で、記入に手間がかかり、記載ミスが発生しやすいという不確実性もある。 
GPS 情報を活用する方法は、GPS ロガーやスマートフォンの GPS 情報を用いて、滞在場所と

滞在時間を記録する方法である。この方法は実際の行動を記録するため、遡及的な評価にしか用

いることができず、帰還前の活用場面は準備宿泊等に限られる。滞在場所と滞在時間を自動的に

記録できる点が利点である一方、遮蔽物や天気等により位置情報が正しく取得できない場合があ

ることが不確実性として挙げられる。また、一般の GPS ロガーやスマートフォンの地図アプリケ

ーションの位置情報記録機能では、基本的に時間と位置情報のみが取得できるため、屋内外の別

や個人被ばく線量評価に必要なその他の情報は別途記録する必要がある。そのため、内閣府や原

子力規制庁では、屋内外の自動判別やその他情報の記録が可能な専用のアプリケーションを開発

し、必要に応じて自治体への貸し出しができるようにしている 21)。 
(2) 屋内外滞在時間の統計情報 
継続的かつ大規模に実施されている生活時間の統計調査としては、総務省統計局の社会生活基

本調査とNHK放送文化研究所の国民生活時間調査がある。いずれも 5年ごとに実施されており、

睡眠、食事、仕事、家事といった個別の行動ごとに平均時間が示されている。これらのデータに

は屋内外の別は示されていないが、分類された行動ごとに屋内外を仮定することにより、屋内外

別の滞在時間を計算することができる。 
被ばく評価を目的とした個別の生活時間調査としては、Takahara ら (2020) 8)や原子力規制庁

の行う事業 21)が挙げられる。これらの調査の結果、第一次産業従事者などの屋外就業者では屋外

滞在時間が長いなど、職業や年齢により屋内滞在時間が異なることが分かっている。このことか

ら、統計情報を用いる場合には、対象となる集団を明確にしておく必要がある。なお、原子力規

制庁事業での調査結果によると、屋内滞在時間は、浪江町全体で平日が 20.4 時間、休日が 20.5 時

間であり、川俣町全体では平日が 21.2 時間、休日が 20.5 時間であった。また、廣瀬ら (2016) 30)

は、被ばく評価に用いられる屋内滞在時間について、様々な組織の報告をまとめている。この報

告の中では、屋内滞在時間として 19.2 時間を提案している。これらの結果から、5.1 節で政府モ

デルとして示した屋内滞在 16 時間を用いることで保守的な評価が可能となることが分かる。 
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5.3  空間線量率 
(1) 屋外空間線量率 
個人被ばく線量評価に際しては、放射線測定機器を用いて独自に測定した空間線量率を利用す

る方法と、公開されている空間線量率を利用する方法が考えられる。ここでは、公開されている

空間線量率を利用する場合について述べる。 
空間線量率は様々な手法で測定される。原子力規制庁の実施するモニタリング事業 31), 32)では、

定点測定、歩行サーベイ、走行サーベイ、無人ヘリモニタリング、航空機モニタリング等で、継

続的に空間線量率測定を実施している。これらはモニタリングの目的と測定手法の特徴に応じて

使い分けられている 33)。例えば、歩行サーベイは、データの精度や位置分解能が高い一方、広域

の測定は難しいため、生活環境に関連したデータを取得する際に用いられる。走行サーベイは、

精度や位置分解能は歩行サーベイよりも低いが、地上における大量のデータを取得できる。航空

機モニタリングは、上空から測定するため精度や位置分解能は低いが、広域をカバーできる特徴

がある。また歩行サーベイや走行サーベイは主に道路上から、航空機モニタリングは地上のある

範囲から生じる放射線を検出しており、各手法で測定対象が異なるため、得られる測定結果の傾

向も異なる。公開されている空間線量率を利用する場合は、それぞれの測定手法の特徴を理解し

て、使用するデータを選択する必要がある。 
原子力規制庁の実施するモニタリング事業では、これらの各測定手法の特徴を活かして、精度

と位置分解能の高い広域のマップ (以下、統合マップ) を作成している 31), 34)。統合マップは、生

活圏の空間線量率を反映している歩行サーベイ相当の値が得られるように作成されているため、

個人被ばく線量推計時の使用に適していると考えられる。 
また、国や地方自治体、研究機関等が新規に公開した環境モニタリングデータを定期的に収集

し、放射性物質の分布状況や経時変化の解析に利用しやすい共通の形式に変換して公開している

サイト 35)もある。任意の時期・地域・測定を選択してデータを取得できるため、目的に応じて必

要な空間線量率データを取得するツールとして活用できる。 
(2) バックグラウンド空間線量率 
事故による追加被ばく線量を求める場合には、天然の放射性核種によるバックグラウンド空間

線量率を差し引く必要がある。バックグラウンド空間線量率は、大地の土壌や岩石の構成、高度

等に依存し、時間変化は少ないとされる。政府モデルでは、平均的な値として 0.04 μSv/h を用い

ているが、バックグラウンド空間線量率は地域によって異なるため、地域の値を用いることが望

ましい。地域ごとのバックグラウンド空間線量率データとしては、安藤ら (2017) 36)が走行サーベ

イのスペクトル解析により求めた自治体ごとの平均値や、Sanada ら (2020) 37)が航空機モニタリ

ングのスペクトル解析により求めた 250m 四方ごとの値が利用できる。 
(3) 屋内空間線量率 
建物の下には線源がないことから、一般に屋内の空間線量率は屋外に比べて低くなる。屋内の

空間線量率の求め方は、実際に屋内で測定を行う方法と、低減係数 (屋外に対する屋内の空間線

量率の比) を用いて屋外の空間線量率から推計する方法に大別できる。5.2 (2) に示した通り、屋

内滞在時間が長いため、屋内の空間線量率は 1 日の個人被ばく線量にも大きく影響する。そのた

め、屋内の空間線量率を精度良く求める場合には、実測値を用いるとよい。一方、実測にはサー
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ベイメータ等の放射線測定機器が必要となるため、準備や測定に手間がかかり、専門的な知識も

求められる。そこで、 (1) に示したような屋外の空間線量率と低減係数を用いて、屋内の空間線

量率を求める方法も活用されている。 
低減係数は、建物の遮蔽効果や周囲の汚染状況により変化する。IAEA-TECDOC-116238)では、

建物の構造や配置別に、代表的な低減係数の値と範囲を示しており、低減係数としてこれらの値

を利用することが可能である。福島県では多くの建物 (2018 年の統計 39)で約 76%) が木造のた

め、事故後の被ばく評価にあたっては、代表的な低減係数として 0.4 が用いられることが多い。

ただし、0.4 はあくまで代表的な値であり、0.2～0.5 が代表的な範囲として併せて示されているこ

とに注意が必要である。また、事故後に福島の木造家屋を対象に行われた調査では、屋内外で除

染による線量の減少率が異なるため、除染の前後で低減係数が変化したという報告がある 40)。こ

のように、低減係数は状況により大きく変動するため、個々のケースで精度良く屋内空間線量率

を評価することは難しいが、個人被ばく線量の水準を把握するために平均的な値として用いる場

合には、有用であると考えられる。 
 

5.4  個人被ばく線量への換算係数 
2.1 で触れた通り、周辺線量当量は場のモニタリング用の実用量として定義されているため、線

源と人体の位置関係や人体の遮蔽効果によらず同じエネルギー分布となる。一方で、防護量であ

る実効線量や人のモニタリング用の実用量である個人線量当量は、線源と人体の位置関係や人体

の遮蔽効果によりエネルギー分布が大きく変化する。そのため、周辺線量当量から実効線量や個

人線量当量への換算係数は、照射条件、体格 (年齢) 、姿勢等の条件を仮定して計算する。換算係

数を用いて個人被ばく線量を推計する際には、仮定した条件と実際の環境との差異が不確かさの

要因となる。 
(1) 周辺線量当量から実効線量への換算係数 
実効線量は直接測定できないため、周辺線量当量から実効線量への換算係数はシミュレーショ

ンで求める。斎藤ら (2014) 5)は、放射性セシウムが沈着した場においては、周辺線量当量から成

人の実効線量への換算係数は、約 0.6 であるとしている。ICRP Publication 144 では、環境中で

の外部被ばくに対する公衆の実効線量を評価しており、核種・照射条件・年齢別の実効線量と周

辺線量当量の関係を示している 41)。この関係性を用いて、周辺線量当量から実効線量を推計する

ことができる。 
実効線量のシミュレーションは、基本的に人が地面に直立していることを想定して行われる。

沈着面線源では、立位の場合にうつ伏せや仰向けの場合よりも最大で 20～30%程度実効線量が大

きくなるため、立位を想定した換算係数を用いることで、安全側の評価が可能である 5)。 
(2) 周辺線量当量から個人線量当量への換算係数 
放射線防護の観点では、個人被ばく線量として防護量である実効線量が求められるが、個人線

量計で直接計測した値と関係付けられることから、近似的に個人線量当量を個人被ばく線量とみ

なすケースも多い。そのため、周辺線量当量から個人線量当量への換算係数についても併せて整

理する。Satoh ら (2017) 42)は、放射性セシウムが沈着した場において、周辺線量当量から成人の

個人線量当量への換算係数は 0.66 とシミュレーションしている。なお、ここで成人の個人線量当
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量に対する実効線量の比は 0.86 と計算しており、個人線量計により測定された個人線量当量が福

島の環境中でも実効線量の近似値として許容できるとしている。 
周辺線量当量と個人線量当量は、それぞれサーベイメータ指示値及び個人線量計指示値と関連

付けられるため、周辺線量当量から個人線量当量への換算係数は実測からも求められる。放射線

医学総合研究所と日本原子力研究開発機構 24)は、福島県内で事故後の比較的空間線量率の高い地

域において、成人を仮定したファントムに個人線量計 5 種類を取り付けた調査を行い、サーベイ

メータ測定値に対する個人線量計測定値の比が 0.6～0.7 程度であったとしている。また、標準的

な体型の成人男性が個人線量計を着用して環境中で実測した個人線量当量は、周辺線量当量の約

0.7 倍であったとしている。さらに、年齢別のファントムと個人線量計を用いた実験やシミュレー

ションの結果を元に、周辺線量当量から個人線量当量への換算係数を年齢別に提示している 43)。 
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6. 個人被ばく線量の区域評価に係る留意点 
 

6.1  評価対象 
前述の通り、屋内外の滞在時間は集団により傾向が異なること、個人被ばく線量への換算係数

は年齢により異なること等から、ある区域に居住する住民の個人被ばく線量の水準を評価するた

めには、区域に居住する住民全体がどのような集団で構成されているのかを明確にしておく必要

がある。例えば、地域別、年齢別、男女別、職業別等の人口割合は、国勢調査の結果等から求める

ことができる。表 6 にその一例として、平成 22 年の国勢調査 44)を元にした、特定復興再生拠点

区域を持つ 6 自治体 (富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村) の年齢別・職業別人口

割合を示す。集団をどのように、どの程度細分化するかは目的に応じて決定すればよいが、個人

被ばく線量評価においては、評価に寄与するパラメータの特徴が異なるように集団を設定すると

よい。 
評価対象を明確にすることで、2.2 で紹介したモンテカルロシミュレーションを用いた個人被

ばく線量の確率論的評価手法 8)を活用することができる。各構成集団に対し屋内外滞在時間等の

パラメータの分布を与えて評価することで、集団の個人被ばく線量の分布を推定できる。また、

個人線量計を用いた測定を行う際にも、層別抽出で協力者を抽出する場合や、希望者や協力者に

対して調査した後に結果の代表性を確認する場合等に、評価対象の特徴を理解しておく必要があ

る。特に、評価対象の代表性への考慮が必要となるが、これについて次節で詳しく述べる。 
 
6.2  代表性 
区域に居住する住民の個人被ばく線量の水準を評価する目的では、個人線量計による測定で個

人被ばく線量の分布を得る場合でも、個人被ばく線量シミュレーションに用いる各パラメータの

分布を得る場合でも、それらの分布の代表性を担保する必要がある。一般に、区域に居住する住

民全員の個人被ばく線量を評価することは難しいため、一部のデータ (標本) を元に全体 (母集

団) の分布を推定することとなる。標本調査を行う際は、標本の分布が母集団の分布を代表する

ように標本抽出を行う。 
一般に母集団全体を調査する全数調査は、誤差なく正確な値が得られる反面、膨大な費用と手

間がかかる。そのため、統計調査の多くは、母集団から抽出した標本を調査し、母集団を推定す

る標本調査により行われる。標本調査では、抽出した標本の回答結果から、母集団の傾向を推測

するため、標本の偏りをなるべく小さくして、母集団を代表するように標本の抽出を行わなくて

はならない。ここで、標本抽出には有意抽出法と無作為抽出法があるが、精度の高い推計を行う

際には無作為抽出法が用いられる。無作為抽出法には、単純無作為抽出、集落抽出、多段抽出、

層別抽出などがあり、目的に応じて使い分ける。 
また、標本調査で必要となる標本の数は、許容誤差、信頼レベル、母集団のサイズで決めるこ

とができる。ここで、許容誤差は、母集団からどの程度ずれている可能性があるかを表す指標で

あり、信頼レベルは、抽出した標本が、どのくらいの確率で許容誤差内の結果となるかを表す指

標である。許容誤差や信頼レベルは、目的に応じて設定する。一般に、許容誤差が小さくなる程、

また信頼レベルが大きくなる程、必要となる標本数は大きくなる。許容誤差や信頼レベルが一定
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の場合、母集団の数が増えても必要な標本数はあまり変化しなくなる。許容誤差が±5%、信頼レ

ベルが 95%、回答比率が 50%の場合、必要となる標本数は、母集団の数が増えても 400 弱であ

る。 
一方、準備宿泊の際等、評価対象者の数や属性を事前に管理することが難しい (事前に代表性

を担保することが難しい) 場合は、評価対象の分布と調査結果を比較して、事後的に母集団と標

本の分布の違いを把握しておくとよい。例えば、Nomura ら (2020) 6)は、個人被ばく線量と居住

地域の空間線量率に相関関係があることを確認し、評価対象者と全住民の居住地域における空間

線量率分布を指標として、代表性を評価している。 
また、評価対象者の数が少なく代表性の担保が困難な場合であっても、屋内外滞在時間や行動

場所の概要等、個人被ばく線量に寄与する因子も併せて取得することで、個人被ばく線量水準に

応じた防護措置の具体化に資する情報になり得る。これは、「帰還に向けた安全・安心対策に関す

る基本的考え方 (線量水準に応じた防護措置の具体化のために) 」 (平成 25 年 11 月原子力規制

委員会) に記載のある「日常的に避難指示解除準備区域等に立ち入りをしている人の個人線量を

行動パターンや職業等とともに把握すること」に整合する。 
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7. 情報の取扱いに係る留意点 
 

7.1  情報の取扱い 
(1) 個人情報の取扱い 
個人被ばく線量の取得に際して氏名や住所等の個人情報を取得する場合は、個人情報保護法

及び自治体の規定する個人情報保護関係の条例に準じて情報を取り扱う必要がある。個人情報

保護法では、個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たって、利用目的をできる限り

具体的に特定し、あらかじめ公表しておくか、取得する際に本人に通知する必要があるとして

いる。さらに、「伊達市被ばくデータ提供に関する調査委員会」は、個人被ばく線量のデータは

要配慮個人情報の「健康診断その他の検査の結果」に該当する可能性があるとしている 45)。要

配慮個人情報を取得する場合は、利用目的の特定、通知又は公表に加え、あらかじめ本人の同

意が必要となる。また、行動記録として位置情報を取得する場合、一般的に位置情報単体では

個人情報に当たらないが、特定の個人を識別できる他の情報と容易に照合できる場合には、個

人情報に該当するため、取扱いに留意する必要がある。 
一方で、個人情報保護法に準じて個人データを第三者提供することが可能である。自治体に

て取得した個人被ばく線量データを専門家や研究者等に提供することで、詳細な解析を依頼し

て結果を政策に反映することや、論文化して公表することが可能となる。個人データを第三者

に提供する場合、委託、事業承継、共同利用等の例外を除き、原則としてあらかじめ本人の同

意を得る必要がある。しかし、事故直後の緊急時には、同意の取得が難しいケースもある。そ

の際には、オプトアウト制度や匿名加工情報を作成することで第三者提供が可能となる。オプ

トアウトとは、本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止

する場合、本人の同意を得ることなく第三者に個人データを提供することができる制度である。

また、匿名加工情報とは、個人情報を本人が特定できないように加工をしたもので、当該個人

情報を復元できないようにした情報である。 
(2) 同意の取得 
個人被ばく線量の取得に際しては、インフォームドコンセント (説明と同意) を確保する上

で必要な項目を記載した同意書を作成し、事前に同意を得ておくことが望ましい。 (1) に示し

た個人情報の取扱いに際して必要な場合は、同意の取得は必須となる。また、同意の取得に際

しては、いつでも同意を撤回できることも示しておく。個人線量当量実測に係る同意書の構成

や同意の取得については、環境省の「東京電力福島第一原子力発電所事故後の住民の個人被ば

く線量の測定や結果の取扱い等に関するガイドライン 11)」に詳しい。また、位置情報を取得し

解析に利用する際にも、あらかじめ本人に通知し同意を得ておくことが望ましい。 
 

7.2  住民に提供する情報のカテゴリー 
(1) 個人被ばく線量の数値に関する指標の提示 
放射線は目に見えず、一般の方には馴染みが薄いため、個人被ばく線量の数値のみを示して

も、それがどのような意味を持つかは理解されにくい。そのため、医療放射線や自然放射線等、

身の回りにある放射線からの個人被ばく線量を指標として提示する等の工夫が求められる。さ
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らに、放射線による健康への影響についての説明を加えることが、住民の不安緩和に繋がると

考えられる。健康への影響については、高線量のしきい線量を超えた際に脱毛や白内障、皮膚

障害等の組織反応が発生する確定的影響と、しきい線量はなく線量に応じて発がんリスクや遺

伝的影響等があると仮定される確率的影響に分類される 46)。確定的影響におけるしきい線量は

組織や放射線にさらされる時間等により異なるが、例えば、成人の骨髄の造血機能低下のしき

い線量は、1 回の短時間被ばくで受けた総線量が 0.5 Gy である。確率的影響における発がんリ

スクは、約 100 mSv 以下の線量では喫煙や飲酒といった他の発がん影響が大きすぎて放射線

による影響を疫学的に検出することは難しいとされているが、線量に応じた影響はあると仮定

して、なるべく個人被ばく線量を低減するように放射線防護の基準が定められている。これら

のような身近な放射線による被ばくや人体への影響について一般向けに分かりやすくまとめら

れたものが、放射線医学研究所が公開している放射線被ばくの早見図 47)である。また、避難指

示解除時の線量基準は「空間線量率で推定された年間積算線量が 20mSv 以下になることが確

実であること」48)とされていること及び避難指示解除後は「長期目標として、帰還後に個人が

受ける追加被ばく線量が年間１mSv 以下になるよう目指すこと」 (「帰還に向けた安全・安心

対策に関する基本的考え方 (線量水準に応じた防護措置の具体化のために) 」 (平成 25 年 11
月原子力規制委員会)) とされていること等、状況に応じた線量の基準や目標があることを踏ま

え、個人被ばく線量の計測値に関して評価及び検討することが望ましい。ここで、年間 20 mSv
や 1 mSv という指標はあくまで放射線防護上の指標であり、上述の通り安全と危険の境界線で

はないことに注意が必要である。 
(2) 評価方法の詳細の提示 
個人被ばく線量の水準に関して情報提供を行う際には、分かりやすさと同時に、誤解を生じ

ないような情報提供方法が求められる。本報告書で述べた通り、個人被ばく線量評価には様々

な手法があるため、どのような手法や条件を用いて評価したかを示しておく必要がある。評価

手法により、評価結果は一定の誤差やばらつきを持った値になると考えられるため、その要因

についても示しておくことが望ましい。 
 

7.3  住民への情報提供の方法 
個人被ばく線量評価の目的や扱う情報により、適した情報提供方法は異なる。表 7 に、目的

と手法毎の住民への情報提供方法例を示す。 
住民が自らの個人被ばく線量を把握する目的の場合、情報として、実測では個人線量計によ

る測定結果を、シミュレーションでは生活行動パターンを基にした個人被ばく線量の推計結果

を扱う。これらの情報には個人情報が含まれるため、手法によらず対象者毎に個別に情報を提

供する必要がある。個人線量計による測定結果や個人被ばく線量の推計結果は、7.2 節に示し

た情報と併せて文書の形式で対象者に提供する。必要に応じて、相談員や専門家等による個別

訪問、個別相談会、問い合わせ窓口等における口頭での説明を実施する。シミュレーションの

場合には、担当者や専門家が住民から生活行動パターンを聞き取り、個人被ばく線量を推計し

て結果を提供する方法以外に、システムを提供することで住民が自ら個人被ばく線量を推計す

る方法もある。一例として、福島県では、放射線モニタリングデータをもとに、福島県内に滞
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在したときの追加被ばく線量を計算できるページを公開している 49)。また、原子力規制庁では、

生活行動パターンを入力することで個人被ばく線量を計算できるアプリケーションを開発して

おり、必要に応じて自治体への貸し出しができるようにしている 21)。日本原子力研究開発機構

では、指定した生活行動パターンについて容易に外部被ばく線量を推定できるシステムを開発

し、オープンソースソフトウェアとして提供している 50)。 
集団の個人被ばく線量の水準を把握する目的の場合、情報として、実測では個人線量計によ

る代表的な測定結果や統計情報を、シミュレーションでは想定される個人被ばく線量の代表的

な推計結果や統計情報を扱う。これらは地域の水準を示す情報のため、住民説明会等で説明し

たり、自治体のホームページや広報誌等で公表したりする方法が考えられる。また、各自治体

で開催されている除染検証委員会では、除染による効果を検証するために個人被ばく線量を評

価し、その結果を公開する場合もある。例えば、双葉町の放射線量等検証委員会では、特定復

興再生拠点内での復興事業等従事者の個人線量計測定結果を会議資料として公開している 51)。

富岡町や大熊町の除染検証委員会では、代表的な生活行動パターンを想定して評価した結果を

報告書や会議資料として公開している 52), 53)。 
 

表 7 住民への情報提供方法の例 
手法 住民が自らの個人被ばく線量を把握する目的の場合 集団の個人被ばく線量の水準を把握する目的の場合 

実測 情

報 

個人線量計による測定結果 情

報

個人線量計による代表的な測定結果や統計情報 

方

法 

[文書等] 

・ 文書での個別通知 

[口頭] 

・ 相談員や専門家等による個別訪問、個別相

談会、問い合わせ窓口等における説明 

方

法

[文書等] 

・ 自治体のホームページや広報誌等での公表

・ 除染検証委員会からの報告 

[口頭] 

・ 住民説明会等での説明 

シミ

ュレ

ーシ

ョン 

情

報 

個人被ばく線量の推計結果 情

報

想定される個人被ばく線量の代表的な推計結果

や統計情報 

方

法 

[文書等] 

・ 文書での個別通知 

・ システムの提供 

[口頭] 

・ 相談員や専門家等による個別訪問、個別相

談会、問い合わせ窓口等における説明 

方

法

[文書等] 

・ 自治体のホームページや広報誌等での公表

・ 除染検証委員会からの報告 

[口頭] 

・ 住民説明会等での説明 

 
  

JAEA-Review 2022-055

- 25 -



 

 

8. まとめ 
 

本報告書では、今後の特定復興再生拠点区域、及び特定復興再生拠点区域外の帰還困難区域

の避難指示解除に向けた個人被ばく線量評価に関して以下のように総括する。 
・ 個人被ばく線量を評価する目的に応じ、個人線量計による測定及びシミュレーションに

よる評価を効果的に適用すべきである (表 8 に適用可能な主な手法を示す) 。 
・ 個人線量計による測定は、集団の評価及び予測的評価には適さない一方、実際的な個人被

ばく線量を個人に提供する目的には適しており、使用する機器の特徴を理解した上で、適

切な測定条件や評価条件のもとに実施する必要がある。 
・ 個人被ばく線量のシミュレーションは、集団の評価及び予測的評価に適しているものの、

評価には一定の不確実性があり、過去の知見や実測値を基に適切にパラメータを設定す

る必要がある。 
・ 個人被ばく線量評価に係る情報の取得・管理は法令に準じるとともに、第三者への情報提

供において緊急時等に事前の同意取得が難しい場合には、オプトアウト制度や匿名加工

情報を活用することができる。 
・ 住民へ個人被ばく線量情報を提供する際は、情報の分かりやすさと正確さに配慮すると

ともに、評価の目的に応じた情報提供方法を選択する必要がある。 
 

表 8 個人被ばく線量評価における目的と手法の組合せ 
 目的 (時間軸及び対象で分類) 

遡及的評価 予測的評価 
個人の評価 集団の評価 個人の評価 集団の評価

手

法 

個人線量計による測定 ○ △ × × 

個人線量計による測定とシ

ミュレーションの組合せ △ ○ × × 

個人の生活行動を仮定した

空間線量率に基づくシミュ

レーション 
○ △ ○ △ 

集団の行動等の各パラメー

タの分布を仮定した確率論

的シミュレーション 
× ○ × ○ 

○: 目的に適している, △: 適用可能である, ×: 適用が困難である
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付録  福島県における個人線量データの活用等に係る検討会 
 

令和 3 年度福島県における個人線量データの活用等に係る検討会 (第 1 回) 議事概要 
 

1. 開催日時 
令和 3 年 7 月 16 日 (金) 13:00～15:30 
 

2. 場所 
日本原子力研究開発機構東京事務所 (第一会議室) 及びオンライン会議 

 
3. 出席者 

No. 所属 氏名 (敬称略) 
対面 
参加 

ウェブ

参加 
1 福島県立医科大学 委員長: 坪倉 正治  ○ 

2 量子科学技術研究開発機構 委 員: 矢島 千秋  ○ 

3 長崎大学原爆後障害医療研究所 委 員: 高村 昇  ○ 

4 原子力安全研究協会 委 員: 杉浦 紳之  ○ 

5 原子力安全研究協会 森田 康治  ○ 

6 内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

野口 康成 ○  

7 内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

吉田 紗貴 ○  

8 環境省環境保健部 高島 良生  ○ 

9 クリアパルス株式会社 矢島 辰雄 ○  

10 クリアパルス株式会社 井上 久子 ○  

11 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 眞田 幸尚 ○  

12 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 吉村 和也  ○ 

13 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 佐藤 里奈  ○ 

14 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 中山 真理子 ○  

15 
日本原子力研究開発機構 
安全研究・防災支援部門 

高原 省五  ○ 

16 日本原子力研究開発機構理事 舟木 健太郎 ○  
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4. 議事次第 
(1) 開会 
(2) はじめに (内閣府原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チーム) 
(3) 挨拶 (日本原子力研究開発機構) 
(4) 事務局からの説明 
(5) 各委員の紹介 
(6) 委員長の選任 
(7) 報告及び自由討議 
(8) 閉会 
 
5. 議事概要 
 第 1 回検討会の開催に際し、はじめに「令和 3 度福島県における個人線量データの活用等

に係る検討事業」は、有識者による検討会を設置し、今後の個人被ばく線量の取得、取扱

い、活用方法について議論することを目的とすること、議事として以下の項目を扱うこと、

検討会のスケジュール、報告書の構成案等が共有された。 
議事項目 

① 個人線量データ取得の機会について 
② 個人線量データ取得の際の留意点について 
③ 個人線量データ取得状況のフォロー 
④ 個人線量データの今後の取扱いについて 
⑤ 本会議のとりまとめについて 
⑥ その他 

 第 1 回の検討会では「個人線量実測事業のレビュー」、及びレビューした結果を基に検討し

た「個人線量の取扱いに係る留意点」について報告された。 
 「個人線量実測事業のレビュー」では、主にこれまでに実施されてきた個人線量の実測事

業 (福島再生加速化交付金事業 (内閣府) 、福島県民健康調査事業 (福島県) 、個人被ばく

線量把握事業 (環境省) 、生活行動パターン事業 (原子力規制庁) 、その他市町村独自の事

業) の特徴について、以下の学術的観点について議論された。 
① 統計解析: 中央値等の代表性、及び年齢や職業といった集団の特性情報の有無 
② 経時変化: 継続的な長期間データの有無 
③ 生活行動との関連性: 行動記録情報の有無 
④ 健康影響の解析: 健診データや病気の有無 
⑤ 他手法との比較解析: 手法の精度や妥当性の担保の有無 

 また委員からは、各事業の経緯や現状などについて議論がなされ、各事業に対する補足情

報の追加がなされた。 
 各事業を総括した結果、個人線量計を用いた大規模調査は個人線量データの数が多く、事

業によっては継続して実施しているものの、データ公開が限定的であること、生活行動な

ど付随する情報が欠落していることが、また生活行動パターン事業では、これらの付随す
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る情報を有している一方、データ数が限定的であることが報告され、避難指示解除後の集

団における被ばく線量の推計などといった政策に資することのできる被ばく線量データは

不足していることが共有された。 
 このレビュー結果を踏まえ、「個人線量の取扱いに係る留意点」について以下の点が挙げら

れ、各項目について説明がなされた。 
① 個人情報の取扱い (個人情報保護法) 
② 測定条件 (個人線量計の特性、計測条件、評価条件、統計条件といった不確実性) 
③ ものさし問題 (情報公開時の単位などといった表現方法) 

 委員からは、上述の留意点に加えて個人線量を取得する目的と手法を一緒に考慮すること

と、その目的に合わせた手法の選択が重要であること、及び被ばく線量測定条件における

様々な不確実性について議論がなされた。 
 また上記の目的につき、本事業では解除後の住民への情報提供を目標としているとの意思

が共有され、これに対し実測のみならずシミュレーションを用いた推計と併せた評価が有

用であるとの議論がなされた。 
 併せて報告書の構成について議論がなされ、リスクコミュニケーションの項目の必要性、

今後の原子力防災に資するためこれまでの事業の反省点や技術についても言及することの

有用性について意見が出された。 
 次回の検討会では、上述の議論を踏まえた第 1 回検討会での議事を振り返ると共に、被ば

く線量の推計に関する状況説明を議事として取り扱うこととなった。 
 

以上 
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令和 3 年度福島県における個人線量データの活用等に係る検討会 (第 2 回) 議事概要 
 

1. 開催日時 
令和 3 年 9 月 13 日 (金) 13:00～15:15 
 

2. 場所 
日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 廃炉環境国際共同研究センター (緊急対策

室) 及びオンライン会議 
 
3. 出席者 

No. 所属 氏名 (敬称略) 
対面 
参加 

ウェブ

参加 
1 福島県立医科大学 委員長: 坪倉 正治  ○ 

2 量子科学技術研究開発機構 委 員: 矢島 千秋  ○ 

3 長崎大学原爆後障害医療研究所 委 員: 高村 昇  ○ 

4 原子力安全研究協会 委 員: 森田 康治  ○ 

5 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

吉田 紗貴  ○ 

6 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

都 武蔵  ○ 

7 環境省環境保健部 秋田 隆司  ○ 

8 クリアパルス株式会社 矢島 辰雄 ○  

9 クリアパルス株式会社 井上 久子 ○  

10 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 眞田 幸尚 ○  

11 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 吉村 和也 ○  

12 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 佐藤 里奈 ○  

13 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 中山 真理子 ○  
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4. 議事次第 
(1) 開会 
(2) 挨拶 (内閣府原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チーム) 
(3) 出席者の紹介及び挨拶 
(4) 第 1 回検討会の議事録内容の確認 
(5) 報告及び自由討議 
(6) 閉会 
 
5. 議事概要 
 第 2 回の検討会では、第 1 回検討会で議論した結果を再度共有すると共に、議事として個

人線量計を用いた実測以外の「被ばく評価手法のレビュー」について報告された。また併

せて、このレビュー結果を踏まえてどのようなデータが必要かという点で、レビューした

手法の「個人の評価に係る要素」、及び「集団の評価に係る要素」について報告された。 
 第 1 回検討会で議論した結果の説明では、主に以下の点について共有、確認された。 

① 本事業においては集団を対象とした個人被ばく線量評価を目的とすること 
② 集団を対象とした場合に、被ばく線量の実測に加えシミュレーションによる評価

手法を検討する必要があること 
③ 課題として実測とシミュレーションの合わせ方、避難のフェーズに合わせた手法

の適用、手法の不確実性、代表性の担保などが挙げられたこと 
④ 報告書の項目としてリスクコミュニケーションが加えられたこと 

 「被ばく評価手法のレビュー」では、第 1 回検討会で議論した線量計を用いた実測に加え、

主に以下の評価手法の概要について報告され、生活行動パターンや他パラメータの代表性

の担保が重要であること、実測値に加えモンテカルロシミュレーションを用いた被ばく線

量推定のスケールアップも集団の評価において有用であること、手法ごとの不確実性要因

などが議論された。またこれら手法のメリット、デメリットについて整理した結果につき

報告された。 
① 生活行動パターン事業 (規制庁) 
② 福島医科大と内閣府が実施した被ばく線量調査 
③ 確率論的評価 

 「個人の評価に係る要素」として各要素 (シミュレーションパラメータ) につき、以下のよ

うに取得方法と不確実性について報告、議論がなされた。また委員からは目的 (線量評価

なのかリスコミなのか) が重要であり、それによって不確実性の許容レベルや改善の必要

性が変わるとの意見が出された。 
① 生活の行動パターン情報: 手書きメモか GPS 情報の活用により取得可能。共に

不確実性要因 (手書きのミス、GPS のエラー) あり。また行動のパターン化も有

用な手法だがパターンに該当しないケースで不確実性が残る。 
② 空間線量率: 大規模モニタリング情報から取得可能。モニタリング手法により精

度や空間解像度が変化。 
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③ バックグラウンド空間線量率: 広域モニタリング結果から取得したバックグラウ

ンド空間線量率マップの利用が可能。一律で 0.04μSv/h を用いることもあるが場

所によりバックグラウンド空間線量率は変動。 
④ 低減係数 (屋内線量率) : 平均して 0.4 だが、実際はばらつきが大きい。家屋の種

類 (構造) や除染の前後、線量率に依存した変動が報告されている。 
⑤ 実効線量への換算係数: ある状況を仮定してシミュレーションにより取得される

係数。実際は照射条件や対象者の体格、姿勢で変動。 
 「集団の評価に係る要素」として、有意な統計情報を得るための標本調査方法について報

告されると共に、母集団のばらつきを抑えるための職業や地域、年齢など国勢調査情報を

用いた集団のグルーピングの必要性、及び対象集団ごとの屋内滞在時間のばらつき (集団

を評価する際の不確実性) について議論がなされた。また議論を通じ、目的と対象とする

住民の特性を把握することが、適切なグルーピングと各グループの滞在時間の設定に重要

であることが示された。 
 また委員からは、住民や若い女性など、放射線に対する懸念の高い方々を想定したデータ

の活用やリスクコミュニケーションが重要であるとの意見が出された。 
 次回の検討会では議事としてリスクコミュニケーションについて取り上げることとなった。 
 

以上 
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令和 3 年度福島県における個人線量データの活用等に係る検討会 (第 3 回) 議事概要 
 

1. 開催日時 
令和 3 年 11 月 15 日 (月) 13:00～15:15 
 

2. 場所 
コラッセふくしま (福島市) 研修室 A 及びオンライン会議 

 
3. 出席者 

No. 所属 氏名 (敬称略) 
対面 
参加 

ウェブ

参加 
1 福島県立医科大学 委員長: 坪倉 正治 ○  

2 量子科学技術研究開発機構 委 員: 矢島 千秋  ○ 

3 長崎大学原爆後障害医療研究所 委 員: 高村 昇  ○ 

4 原子力安全研究協会 委 員: 森田 康治 ○  

5 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

野口 康成 ○  

6 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

吉田 紗貴  ○ 

7 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

都 武蔵 ○  

8 環境省環境保健部 秋田 隆司  ○ 

9 環境省 藤嶋 洋平  ○ 

10 クリアパルス株式会社 矢島 辰雄 ○  

11 クリアパルス株式会社 横田 久子 ○  

12 東京大学 杉浦 蒼大 ○  

13 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 眞田 幸尚 ○  

14 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 吉村 和也 ○  

15 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 佐藤 里奈 ○  

16 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 中山 真理子 ○  

17 
日本原子力研究開発機構 
安全研究・防災支援部門 

高原 省五  ○ 
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4. 議事次第 
(1) 開会 
(2) 出席者の紹介 
(3) 報告及び自由討議 
(4) 閉会 
 
5. 議事概要 
 第 3 回の検討会では、第 1 回・第 2 回検討会での議論をまとめると共に、議事として「被

ばく評価に係るリスクコミュニケーションのあり方」を取り扱った。 
 第 1 回・第 2 回検討会における議論のまとめでは、主に以下の点について共有、確認され

た。 
① 個人被ばく線量実測事業のレビュー: これまでの事業は、データが未公開であっ

たり情報が不十分であったりと、避難指示解除後の被ばくリスクの評価や住民へ

の情報提供に活かせるデータが少ない。 
② 個人被ばく線量実測の留意点: 今後、個人線量を実測により評価する場合、測定

機器や方法、計測条件による不確実性を考慮する必要がある。また生活パターン

や場所、時間などを考慮したサンプルの代表性の担保も重要。 
③ 区域評価に係る個人被ばく線量評価: 目的は「解除に向けた評価」と「解除後の

住民の評価」の 2 つであり、実測とシミュレーションの特徴を考慮した上で、こ

れらを組み合わせた評価が必要。いずれの手法にも不確実性が存在。サンプルの

代表性も考慮が必要。 
④ 空間線量からの個人被ばく線量の推計: 実測とシミュレーションを合わせた手

法、シミュレーションのみの方法などがある。シミュレーションの場合は、パラ

メータにより各方法の精度が変わる。 
 「被ばく評価にかかるリスクコミュニケーションのあり方」では、政府の個人線量を用い

たリスクコミュニケーションの目的として「住民帰還の促進」「避難指示区域の解除」「住

民のための健康管理及び健康不安の解消」の 3 つが挙げられた。 (「「復興・創生期間」後

における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について」 (R3.3 閣議決定) ) 
 またリスクコミュニケーションの目的に加え、その手法と効果を考慮し、これまで実施さ

れてきた事業についてカテゴリー分けした結果が示され、それぞれの事業がどのような目

的に合致し、どのような効果を上げたか、また残された課題として集団を対象とした評価

の実績とガイドラインが少ないことが示された。 
 他、上記事業以外の個人線量を用いたリスクコミュニケーション事例として、富岡町と長

崎大学が結ぶ包括的連携協定での活動や、自治体の除染検証委員会などが紹介された。 
 委員からは紹介事例やカテゴリー分けで作成された表などにつき、不足情報が提供された。 
 リスクコミュニケーションの各目的に対して必要とされる情報につき議論がなされた中、

留意点として「元の住民以外にも新規に住民となる方も対象として考慮する必要がある」
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「不安の払拭には個人線量に加え、除染の進捗状況などプラスアルファの情報が必要」な

どの意見が出された。 
 また本事業においては、避難指示解除を一つのポイントとしてとらえているため、「住民の

ための健康管理及び健康不安の解消」という目的は、対象が大きく広がりすぎることもあ

り、今回の対象から除外すること、また本事業の対象は、避難指示解除の意思決定と住民

の帰還促進における個人線量とリスクコミュニケーションとする方針が確認された。 
 またリスクコミュニケーションが含む意味は大きいため、上記の目的に対して必要な「個

人線量の評価方法」「情報提供のあり方」に主眼を置く方針が確認された。 
 次回の検討会では、以上の議論を反映して作成した報告書について委員にレビューいただ

き、その内容について議論することとなった。 
 

以上 
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令和 3 年度福島県における個人線量データの活用等に係る検討会 (第 4 回) 議事概要 
 

1. 開催日時 
令和 4 年 3 月 9 日 (水) 13:00～15:00 
 

2. 場所 
コラッセふくしま (福島市) 研修室 A 及びオンライン会議 

 
3. 出席者 

No. 所属 氏名 (敬称略) 
対面 
参加 

ウェブ

参加 
1 福島県立医科大学 委員長: 坪倉 正治 ○  

2 量子科学技術研究開発機構 委 員: 矢島 千秋  ○ 

3 長崎大学原爆後障害医療研究所 委 員: 高村 昇 ○  

4 原子力安全研究協会 委 員: 森田 康治 ○  

5 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

野口 康成 ○  

6 
内閣府原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 

都 武蔵  ○ 

7 環境省 藤嶋 洋平  ○ 

8 クリアパルス株式会社 矢島 辰雄 ○  

9 クリアパルス株式会社 横田 久子 ○  

10 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 眞田 幸尚 ○  

11 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 吉村 和也 ○  

12 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 佐藤 里奈 ○  

13 日本原子力研究開発機構福島研究開発部門 中山 真理子 ○  
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4. 議事次第 
(1) 開会 
(2) 出席者の紹介 
(3) 挨拶 (内閣府原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チーム) 
(4) 第 3 回検討会の議事録内容の確認 
(5) 報告及び自由討議 
(6) 閉会 
 
5. 議事概要 
 第 4 回の検討会では、議事として「報告書案の意見聴取」を取り扱った。 
 「報告書案の意見聴取」では、第 3 回までの検討会での議論を反映して作成した報告書案

について、以下に示す各章の内容が共有、確認された。 
① 1 章 はじめに 
② 2 章 福島第一原子力発電所事故後の個人被ばく線量評価を取り巻く状況 
③ 3 章 個人被ばく線量評価手法のレビュー 
④ 4 章 個人線量当量実測に係る留意点 
⑤ 5 章 個人被ばく線量シミュレーションに係る留意点 
⑥ 6 章 個人被ばく線量の区域評価に係る留意点 
⑦ 7 章 住民への情報提供に係る留意点 

 委員からは、情報の取扱いにおいては「個人情報の取扱いに留意すること」と「公共の利

益のために情報を活用すること」のバランスが重要であり議論の余地があること、「6 章 個
人被ばく線量の区域評価に係る留意点」及び「7 章 住民への情報提供に係る留意点」では

より具体的な記載が求められること、及び報告書案の各章に対する記載内容の修正案につ

いて意見が出され、議論された。 
 また報告書の要約として提示する「検討会の総括」として、以下の項目を取りまとめた。 

① 個人線量計による実測とシミュレーションの使い分け 
② 個人線量計による実測に係る留意点 
③ 個人被ばく線量シミュレーションに係る留意点 
④ 情報の取扱いに係る留意点 
⑤ 住民への情報提供に係る留意点 

 以上の議論を反映して修正した報告書について紙面にて委員にレビューいただき、最終承

認されたものを本検討会の報告書として提出することとなった。 
 受託元である内閣府原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チームより、政策反映に有

用な情報であるとの評価をいただいた。 
以上 
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